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外国人患者の受入れ環境の整備に係る国の主な方針・取組 

図表 1 「訪日外国人に対する適切な医療等の確保に向けた総合対策」の策定 

訪日外国人に対する適切な医療等の確保に関するワーキンググループ（内閣官房健康・医療

戦略推進本部に設置）は、ⅰ）外国人観光客自身の適切な費用負担を前提に、予期せぬ病気や

けがの際、不安を感じることなく医療等を受けられ、安全に帰国できる仕組みを構築すること

ⅱ）可能な限り多くの外国人観光客の加入を目指した旅行保険への加入勧奨に取り組むこと、

ⅲ）観光の振興に主体的に取り組む地域ごとの多様な関係者の連携による環境整備を国として

支援することを基本的な考えとして、「訪日外国人に対する適切な医療等の確保に向けた総合

対策」を策定した（平成 30年 6月 14日付け）。 

、

 

図 訪日外国人に対する適切な医療等の確保に向けた総合対策概要 

（注）内閣官房ホームページによる。
 

 
（注）当局の調査結果による。 
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図表 2 外国人が不安を感じることなく適切な医療を受けられる環境整備を行うことなどについ

て掲げた「未来投資戦略 2018-『Society5.0』『データ駆動型社会』への変革-」の閣議決定 

「未来投資戦略 2018-『Society5.0』『データ駆動型社会』への変革-」（平成 30年 6月 15日閣

議決定）〈抜粋〉 

第 2 具体的施策 

 Ⅰ.「Society5.0」の実現に向けて今後取り組む重点分野と、変革の牽引力となる「フラッグ

シップ・プロジェクト」等 

［1］「生活」「産業」が変わる 

2 次世代ヘルスケア・システムの構築 

(3) 新たに講ずべき具体的施策 

ⅴ）国際展開等 

     ・特に外国人観光客については、訪日外国人に対する適切な医療等の確保に関する

ワーキンググループの議論を踏まえ、観光客自身の適切な費用負担を前提に、旅

行中に病気やけがをした場合でも、不安を感じることなく適切な医療を受けられ

る環境整備を行う。また、在留外国人にも共通する点は同様の取組を行う。 

 

［4］「地域」「コミュニティ」「中小企業」が変わる 

4 観光・スポーツ・文化芸術 

（3）新たに講ずべき具体的施策 

ⅰ）観光 

 ③ すべての旅行者が、ストレスなく快適に観光を満喫できる環境に 

  ク）急患等にも十分対応できる外国人患者受入体制の充実  

・滞在中に医療機関に受診する訪日外国人旅行者の増加を踏まえ、多言語対

応等の充実や訪日外国人の保険加入の促進等に取り組む。 
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図表 3 「訪日外国人旅行者等に対する医療の提供に関する検討会」の開催 

厚生労働省は、訪日外国人旅行者等に対する医療の提供に関する諸課題について検討するた

め、下表のとおり、「訪日外国人旅行者等に対する医療の提供に関する検討会」を開催してい

る。 

 

表 1 構成員一覧 

一般社団法人 Medical Excellence JAPAN MEJ フォーラム顧問、一般財団法人日本医療教育

財団専務理事、NTT 東日本関東病院国際室副室長、聖路加国際大学大学院公衆衛生学研究科

長、国立大学法人浜松医科大学医学部法学教授、国際医療福祉大学大学院医療経営管理分野

/医療通訳・国際医療マネジメント分野准教授、三重県雇用経済部観光局長、公益社団法人日

本看護協会常任理事、特定非営利活動法人 AMDA 国際医療情報センター理事長、一般社団法

人日本医療法人協会副会長、Kings College London 教授、国立研究開発法人国立国際医療

研究センター病院国際診療部長、東京都福祉保健局医療改革推進担当部長、公益社団法人日

本薬剤師会常務理事、公益社団法人日本医師会常任理事、公益社団法人日本歯科医師会常務

理事、地方独立行政法人りんくう総合医療センター国際診療科部長、公益社団法人日本精神

科病院協会副会長、一般社団法人全国医療通訳者協会代表理事 

 

表 2 開催状況一覧 

区分 開催日 主な議題 

第 1回 平成 30年 11月 14日 ・外国人患者の受入拠点となる医療機関の選定について 

・医療機関向けマニュアル・都道府県向けマニュアルにつ

いて 

第 2回 平成 31 年 1月 25日 ・外国人患者を受け入れる拠点的な医療機関について 

・医療通訳について 

・医療通訳や翻訳ディバイス等に関する論点整理と今後

の方向性について 

第 3回 平成 31 年 2月 8日 ・医療通訳や翻訳ディバイス等に関する論点整理と今後

の方向性について 

・外国人患者受入れ医療コーディネーターについて 

・訪日外国人旅行者の診療における診療価格について 

第 4回 平成 31 年 3月 11日 ・自由診療における診療価格について 

・医療機関向けマニュアルについて 

第 5回 平成 31 年 3月 29日 ・医療機関における外国人患者の受入に係る実態調査に

ついて 

・医療機関向けマニュアルについて 

・外国人患者を受入る拠点的な医療機関の選定について 
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第 6回 令和元年 8月 19 日 ・外国人患者を受け入れる医療機関のリスト及び都道府

県によって選定された外国人患者を受け入れる拠点的

な医療機関について 

・令和元年度医療機関における外国人患者の受入に係る

実態調査について 

・地方自治体のための外国人患者受入環境整備に関する

マニュアル（仮称）について 

 
 

あ 
（注）1 厚生労働省ホームページを基に、当局が作成した。 

   2 令和元年 8月 19日時点の状況である。 
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図表 4 「外国人向け多言語説明資料」の作成・公表 

 厚生労働省は、円滑な外国人患者の受入れのため、下表のとおり、「外国人向け多言語説明資

料」（英語版、中国語版、韓国語版、ポルトガル語版及びスペイン語版）を作成・公表している。 

 

表 「外国人向け多言語説明資料」一覧 

区分 資料名 

受付 診療申込書、選定療養費について、院外処方せんの説明、診療情報提供書、入院申

込書（兼誓約書）、入院歴の確認について、面会について、感染予防について、高

額療養費制度（限度額適用認定証）について、出産育児一時金の直接支払制度の利

用に関する説明書・合意書、概算医療費、医療費請求書、医療費領収書 

問診票 内科、呼吸器内科、循環器科、消化器科、皮膚科、小児科、精神科、外科、血管外

科、泌尿器科、脳神経外科、整形外科、眼科、耳鼻咽喉科、産婦人科、歯科 

治療・

手術・

検査等 

麻酔問診票、麻酔に関する説明書、輸血療法に関する説明書、輸血療法に関する同

意書、輸血や血漿分画製剤投与拒否に関する説明書、深部静脈血栓症と肺塞栓症予

防のための説明書、入院治療等の拒否確認書、CT検査に関する説明書、造影 CT検

査説明書、造影 CT 検査問診票、MRI 検査問診票、MRI 検査に関する説明書、造影

MRI検査問診票、造影剤を用いる MRI検査に関する説明書、上部消化管内視鏡検査

の説明書、上部消化管内視鏡検査の問診と同意書、下部消化管内視鏡検査の説明

書、大腸内視鏡検査の問診と同意書、感染症検査について、新生児マススクリーニ

ングの説明書、新生児聴覚スクリーニングについて、尿素呼気試験の説明、同意書

（治療・検査等の汎用フォーム） 

（注）本 URL（https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/kenkou_iryou/iryou/kokusai/setsumei

-ml.html）において、ダウンロードが可能となっている。 

（注）厚生労働省ホームページを基に、当局が作成した。 
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図表 5 「外国人患者の受入れのための医療機関向けマニュアル」の作成・公表 

厚生労働省は、「訪日外国人旅行者等に対する医療の提供に関する検討会」における議論を

踏まえ、下表のとおり、外国人患者の受入れ体制を整備する際に必要な情報等を整理した「外

国人患者の受入れのための医療機関向けマニュアル」（平成 30年度厚生労働省政策科学推進研

究事業「外国人患者の受入環境整備に関する研究」研究班）を作成・公表している。 

 

表 「外国人患者の受入れのための医療機関向けマニュアル」の概要 

章立て 内容 

第1章 外国人患者に関連する制度 医療機関における外国人患者受入れ体制整備の重要

性、在留資格（ビザ）、日本の医療制度の紹介、海外旅

行保険、外国人患者受入れ医療機関、医療通訳の標準

カリキュラム基準・認証制度、応召義務 

第2章 外国人患者の円滑な受入れ

のための体制整備 

感染症対策、「外国人患者の受入れに関する体制整備

方針」の決定、医療費の設定、医療費概算の事前提示、

キャッシュレス対応、通訳体制の整備、院内文章の多

言語化、マニュアルの整備、院内環境の整備、宗教・

習慣上の対応、外部機関との連携・協力、研修、外国

人患者受入れ医療コーディネーター/担当者・部署の

設置、情報提供、医療紛争 

第 3章 場面別対応 受付の場面、検査・診察・治療の場面、入院・退院の

場面、診断書の作成・交付、医療費の請求・支払い、

処方箋の発行 

（注）本 URL（https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000173230_00003.html）において、ダ

ウンロードが可能となっている。 

（注）厚生労働省ホームページを基に、当局が作成した。 
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図表 6 「外国人患者を受け入れる医療機関の情報を取りまとめたリスト」の作成・公表 

厚生労働省及び観光庁は、外国人患者が安心して受診できる体制を整備するため、「外国人

患者を受け入れる医療機関の情報を取りまとめたリスト」を作成・公表しており、四国内にお

いては、下表のとおり掲載されている。 

また、観光庁は、同リストを基に、多言語化（英語、中国語（簡体字/繁体字）及び韓国語）

した情報を、日本政府観光局ウェブサイトで掲載している。 

 

表 「外国人患者を受け入れる医療機関の情報を取りまとめたリスト」掲載機関一覧（四国内） 

区分 医療機関名 

徳

島

県 

東部保健医療圏 

（構成市町村：徳島、鳴

門、吉野川、阿波、佐那河

内、石井、神山、松茂、北

島、藍住、板野、上板） 

徳島県立中央病院、松永病院、徳島大学病院、徳島県鳴門病

院、協立病院、大櫛耳鼻咽喉科はな・みみサージクリニック、

かさい歯科医院、北佐古クリニック、さくら診療所、たまき

青空病院、津田ブレインクリニック、椿原歯科クリニック、

鳴門山上病院、花川皮フ科クリニック、花みずき歯科問屋町、

松本歯科小児矯正歯科医院、椋本歯科医院、山田眼科、芳川

病院、よしのがわ往診診療所、若槻クリニック、和田歯科ク

リニック、COCO歯科、TAOKA こころの医療センター、賛広診

療所、おおつか内科、蕙愛レディースクリニック、藤田眼科、

石丸歯科医院、アイル歯科クリニック、糸田川歯科医院、中

川歯科医院、とみなが歯科医院、エス・デンタルクリニック、

湯浅歯科医院、へいしま歯科ファミリークリニック（計 36機

関） 

南部保健医療圏 

（構成市町：小松島、阿

南、勝浦、上勝、那賀、牟

岐、美波、海陽） 

徳島県立海部病院、徳島赤十字病院、渚クリニック、岩城ク

リニック、大里医院、かじかわ整形外科、タナベ歯科医院、

うおざと歯科（計 8機関） 

西部保健医療圏 

（構成市町：美馬、三好、

つるぎ、東みよし） 

徳島県立三好病院、いい歯科、ほそかわ歯科クリニック（計

3機関） 

香

川

県 

東部保健医療圏 

（構成市町：さぬき、東

かがわ、高松、三木、直

島） 

赤澤眼科医院、阪本病院、田村内科医院、さぬき市民病院、

直島町立診療所、あさひクリニック、いがわ医院、香川県立

中央病院、かわさきレディースクリニック、久米川病院、さ

くらい耳鼻咽喉科クリニック、ササキメディカルクリニッ

ク、さとう内科クリニック、三条整形外科スポーツクリニッ

ク、しげなり内科医院、四宮医院、しんまるクリニック、田

井メディカルクリニック、高松市立みんなの病院、高松赤十

字病院、高松内視鏡診断クリニック、TANAKAクリニック形成

外科・美容外科、玉藻クリニック、たむら内科、端岡厚生ク

7



 
 

リニック、美術館北通り診療所、丸亀町クリニック、まる耳

鼻咽喉科、森産婦人科医院、もりした眼科クリニック、屋島

総合病院、香川大学医学部附属病院、歯科しろとりごうだ、

永峰歯科医院、みよし歯科医院、たに歯科クリニック、池尻

歯科医院、かたぎり歯科クリニック、きくしま歯科医院、ス

ガタ歯科医院、すまいる歯科・矯正歯科、立本歯科診療所、

豊嶋歯科医院、長束歯科医院、坂東歯科クリニック、古市歯

科医院、松崎ファミリー歯科矯正歯科、米田歯科医院（計 48

機関） 

小豆保健医療圏 

（構成町：土庄、小豆島） 

小豆島中央病院、牟礼病院、イマウエ歯科クリニック（計 3

機関） 

西部保健医療圏 

（構成市町：丸亀、坂出、

善通寺、宇多津、綾川、琴

平、多度津、まんのう、観

音寺、三豊） 

川井整形外科クリニック、こはし内科・耳鼻咽喉科、サンテ・

ペアーレクリニック、田村クリニック、辻松外科内科医院、

中野外科胃腸科医院、三崎耳鼻科クリニック、赤沢病院、淡

河医院、佐藤医院、回生病院、かじはらペインクリニック、

国重まこと医院、坂出市立病院、永井整形外科医院、まえだ

整形外科外科医院、吉田内科医院、独立行政法人国立病院機

構四国こどもとおとなの医療センター、滝宮総合病院、松山

医院、大浦内科・消化器科医院、やまもと耳鼻咽喉科、秋山

医院、ウツミ整形外科医院、桃陵クリニック、三豊総合病院

香川井下病院、河田医院、岩崎病院、橋本病院、白井病院、

大塚歯科医院、篠原歯科医院、綾坂歯科医院、ホワイト歯科

医院、森田歯科医院、こうざと矯正歯科クリニック、ふくい

歯科医院、岩山歯科医院、なないろ歯科・こども矯正歯科ク

リニック、向井歯科医院、いその歯科クリニック、ウキタ歯

科医院、久保歯科クリニック、さいとう歯科医院、おおした

歯科医院、はまだ歯科・矯正クリニック（計 47機関） 

愛

媛

県 

宇摩保健医療圏 

（構成市：四国中央） 

HITO病院（計 1機関） 

新居浜・西条保健医療圏 
（構成市：新居浜、西条） 

県立新居浜病院、愛媛労災病院、済生会西条病院（計 3機関

今治保健医療圏 
（構成市町：今治、上島） 

県立今治病院、iクリニック内科・呼吸器内科、済生会今治

病院（計 3機関） 

松山保健医療圏 
（構成市町：松山、伊予、

東温、久万高原、松前、砥

部） 

県立中央病院、愛媛医療センター、松山笠置記念心臓血管病

院、富永ペインクリニック、松山赤十字病院（計 5機関） 

八幡浜・大洲保健医療圏 伊方町国民健康保険九町診療所、米川医院（計 2機関） 

、

） 
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（構成市町：八幡浜、大

洲、西予、内子、伊方） 
宇和島保健医療圏 

（構成市町：宇和島、松

野、鬼北、愛南） 

JCHO宇和島病院、県立南宇和病院、市立宇和島病院、善家脳

神経クリニック（計 4機関） 

高

知

県 

安芸保健医療圏 
（構成市町村：室戸、安

芸、東洋、奈半利、田野、

安田、北川、馬路、芸西） 

高知県立あき総合病院（計 1機関） 

中央保健医療圏 
（構成市町村：高知、南

国、土佐、香南、香美、本

山、大豊、土佐、大川、い

の、仁淀川、佐川、越知、

日高） 

大川内科、岡村病院、高知県・高知市病院企業団立高知医療

センター、高知赤十字病院、佐川町立高北国民健康保険病院

近森病院、土佐市立土佐市民病院、長浜病院、本山町立国保

嶺北中央病院（計 9機関） 

高幡保健医療圏 
（構成市町：須崎、中土

佐、檮原、津野、四万十） 

くぼかわ病院、須崎くろしお病院（計 2機関） 

幡多保健医療圏 
（構成市町村：宿毛、土

佐清水、四万十、大月、三

原、黒潮） 

高知県立幡多けんみん病院、吉井病院（計 2機関） 

、

 
 

（注）本 URL（https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_05774.html 及び http://www.mlit.go.jp/kankocho/top

ics08_000137.html）において、「外国人患者を受け入れる医療機関の情報を取りまとめたリスト」のダウ

ンロードが可能となっている。 

（注）1 厚生労働省及び観光庁ホームページを基に、当局が作成した。 

   2 本リストには、①都道府県によって選出された外国人患者を受入れる拠点的な医療機関（〔ⅰ〕カテゴ

リー1：入院を要する救急患者に対応可能な医療機関、〔ⅱ〕カテゴリー2：診療所・歯科診療所も含む外

国人患者を受入可能な医療機関）、②〔ⅰ〕〔ⅱ〕以外で外国人患者への診療に協力する意志があり、都道

府県において医療機関リストへの適格性があると判断されたものが掲載されている。 

3  令和 2年 2月 17日時点の状況である。 

   4 下線を付した医療機関は、本調査の調査対象とした機関であることを示す。 
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図表 7 外国人患者のトラブルに関する地方公共団体向け「安心・安全対応相談窓口」の地方運

輸局等への設置 

１ 概要 

観光庁は、外国人旅行者の増加に伴い、地域における不慮のけが、病気などのトラブル事

例が増加又は増加していくことが想定される中、同庁、地方運輸局観光部等に、地方公共団

体向け「安心・安全対応相談窓口」を設置している。同窓口は、地方公共団体から、他地域

の事例等の照会があった際の一元的な窓口としての機能を担っている。 

 

図 「安心・安全対応相談窓口」の概要 

 
（注）観光庁ホームページによる。 

 

２ 四国運輸局における状況 

四国運輸局は、観光部観光企画課に「安心・安全対応相談窓口」を設置しており、地方公

共団体（観光部局）を中心に、同窓口を周知している。また、下表のとおり、平成 28年度以

降の相談受付実績はなく、当局が調査対象とした地方公共団体（4県及び 4市（消防局））全

てにおいて、同窓口を承知していなかった。 

なお、当局による調査を契機に、四国運輸局は、同窓口の更なる周知を図るため、同局ホ

ームページ（http://wwwtb.mlit.go.jp/shikoku/bunya/kankou/annshinnannzenntaiousoud

annadoguti.html?print=true）に、同窓口に関する情報の掲載を新たに開始（令和元年 12月

25日）した。 

 

（注）調査結果は、令和元年 8月 31日時点の状況である。 

表 「安心・安全対応相談窓口」における相談受付実績 

（単位：件） 

平成 28 年度 29年度 30年度 令和元年度 

0 0 0 0 

（注）当局の調査結果による。 
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図表 8 訪日外国人旅行者向け海外旅行保険加入促進プロモーションの実施 

１ 概要 

  観光庁は、医療機関での訪日外国人旅行者による医療費の未払いを防ぐため、チラシ（英

語版、中国語版（簡体字/繁体字）、韓国語版及びタイ語版）を作成し、訪日外国人旅行者向

け海外旅行保険への加入を促進している。 

 

図 訪日外国人旅行者による医療費の未払を防ぐためのチラシ（日本

語版） 

 
（注）本 URL（https://www.jnto.go.jp/emergency/jpn/support.html）において、 

ダウンロードが可能となっている。 

 

２ 四国運輸局及び徳島県における取組 

（1）四国運輸局における取組 

四国運輸局は、訪日外国人旅行者向け海外旅行保険への加入促進を図るため、同局（観光

部）が開催する会議（地方公共団体、宿泊施設関係者等が出席）において、同チラシを配布
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している。 

 

（2）徳島県における取組 

徳島県は、同県ホームページにおいて、同チラシのダウンロードが可能な日本政府観光

局ホームページへのリンク設定を行うことで、訪日外国人旅行者向け海外旅行保険への加

入の周知を図っている。 

（注）当局の調査結果による。 
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図表 9 医療機関の利用ガイド「具合が悪くなったときに役立つガイドブック」の作成及び観光

案内所等への配布 

１ 概要 

  観光庁は、日本医師会及び東京医師会監修の下、外国人旅行者が日本滞在中に、不慮のけ

がや病気になった際に役立つ医療機関の利用ガイド「具合が悪くなったときに役立つガイド

ブック」（英語版、中国語版（簡体字/繁体字）、韓国語版及びタイ語版）を作成し、観光案

内所、宿泊施設、地方公共団体等の関係者に配布している。 

 

    図 「具合が悪くなったときに役立つガイドブック」（日本語版）表紙 

 
（注）本 URL（https://www.jnto.go.jp/emergency/jpn/support.html）において、ダウ

ンロードが可能となっている。 
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２ 徳島県における取組 

徳島県は、同県ホームページにおいて同ガイドブックのダウンロードが可能な日本政府観

光局ホームページへのリンク設定を行うことで、同ガイドブックの周知を図っている。 

（注）当局の調査結果による。 
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図表 10 「電話通訳センターを介した三者間同時通訳」の導入促進 

１ 概要 

総務省消防庁は、図 1のとおり、外国語での 119番通報を受けた場合、消防局（通信指令

員又は救急隊員）が、電話通訳センター（多言語コールセンター）に転送し、通訳を依頼す

ることにより、同センターを介して、外国語と日本語で通話内容の伝達及び確認が可能な「電

話通訳センターを介した三者間同時通訳」の導入を促進している。 

 

図 1 電話通訳センターを介した三者間同時通訳の概要 

 
（注）高松市消防局ホームページによる。 

 

２ 調査対象とした機関における取組 

  徳島市消防局、高松市消防局及び高知市消防局は、電話通訳センターを介した三者間同時

通訳（英語、中国語、韓国語、ポルトガル語及びスペイン語に対応）を導入している（松山

市消防局は、令和 2年 4月からの導入を検討している。）。 

  また、徳島市消防局は、図 2のとおり、電話通訳センターを介した三者間同時通訳を周知

するため、独自にパンフレット（日本語に英語、中国語、韓国語、ポルトガル語及びスペイ

ン語を併記）を作成の上、同局ホームページ（https://www.city.tokushima.tokushima.jp/
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smph/anzen/shoubo_bousai/shoubo_katsudo/tagengotaiou.html）で公表しているほか、公

益財団法人徳島県国際交流協会、徳島県在住外国人相談支援ネットワーク会議の構成機関、

観光施設（徳島市内に所在する四国八十八箇所霊場）、大学等で配布している。   

 

図 2 徳島市消防局が独自に作成した周知用パンフレット 

 
 

３ 電話通訳センターを介した三者間同時通訳の活用機関からの意見 

  「電話通訳センターを介した三者間同時通訳の導入により、意思疎通が円滑になった。」と

の意見があった一方、「電話通訳センター（コールセンター）に転送し、通訳を依頼する時間

を要するため、その間に電話を切ってしまう方がおり、困っている。」との意見もあった。 

（注）当局の調査結果による。 
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図表 11 音声翻訳機能のほか、救急現場で使用頻度の高い会話内容を登録した「救急ボイストラ」

の導入促進 

１ 概要 

総務省消防庁は、「救急ボイストラ」の導入を促進している。救急ボイストラは、国立研究

開発法人情報通信研究機構が開発した多言語音声翻訳アプリ「ボイストラ」をベースに、下

表及び図 1のとおり、音声翻訳（14 か国語）機能があるほか、救急現場で使用頻度の高い会

話内容が定型文として登録されており、当該定型文を使用することでも翻訳が可能となって

いる。 

 

表 対応言語及び定型文 

対応言語 英語、中国語、韓国語、タイ語、フランス語、スペイン語、インドネシア語、

ベトナム語、ミャンマー語、ロシア語、マレー語、ドイツ語、ネパール語、ブ

ラジルポルトガル語（14か国語） 

定型文の例 「救急隊です。翻訳アプリを使います」、「発症時間はいつですか」、「応急処置

をします」、「搬送開始します」、「トリアージを行います」、「器具気道確保しま

す」、「アドレナリンを投与します」、「電気ショックを行います」、「症状は良く

なりましたか」、「病院に行く準備をしましょう」、「ヘリコプター輸送します」 

（注）総務省消防庁の資料による。 

 

図 1 救急ボイストラの画面変遷図                

 
（注）総務省消防庁ホームページによる。 
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２ 調査対象とした機関における取組 

  調査対象とした 4市（消防局）全てにおいて、救急ボイストラを導入している。 

 

 図 2 救急ボイストラの画面例（高松市消防局） 

 

 

３ 救急ボイストラの活用機関からの意見 

「救急ボイストラがあることで、安心感がある。」との意見があった一方、「長文の翻訳が

難しい。」、「救急救命処置（重度傷病者を医療機関に搬送するまでの間に、症状が著しく悪化

することを防止し、生命の危険を回避するため救急救命士が行う処置）の内容や同意につい

て、正確に意思疎通できているか不安である。」との意見もあった。 

（注）当局の調査結果による。 
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図表 12 ⅰ）救急車の利用方法、ⅱ）119番通報時に通信指令員に伝えるべきことなどについて

多言語で記載した「救急車利用ガイド」の作成・公表 

１ 概要 

総務省消防庁は、ⅰ）救急車の利用方法、ⅱ）119 番通報時に通信司令員に伝えるべきこ

と、ⅲ）熱中症予防、応急手当のポイント等について記載した「救急車利用ガイド」（英語

版、中国語版（簡体字/繁体字）、韓国語版、イタリア語版、フランス語版及びタイ語版）を

作成・公表している。 

 

図 「救急車利用ガイド」（抜粋） 

 
（注）本 URL（https://www.fdma.go.jp/publication/portal/post1.html）にお

いて、ダウンロードが可能となっている。 

 

２ 高松市消防局における取組 

高松市消防局は、同ガイド（英語版）を受付カウンターに備え付けることで、救急車の利

用方法等の周知を図っている。 

（注）当局の調査結果による。 
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Ⅰ 外国人患者の受入れ環境の整備に係る全般的な取組の現状及び課題

図表 13 外国人からの相談等を受け付ける一元的な窓口の設置 

 

１ 概要 

  「外国人材の受入れ・共生のための総合的対応策」（平成 30 年 12 月 25 日外国人材の受入

れ・共生に関する関係閣僚会議決定）等に基づき、外国人が、在留手続、雇用、医療、福祉

等の生活に関わる様々な事柄について疑問や悩みを抱いた場合に、適切な情報や相談場所に

迅速に到達することができるよう、都道府県、指定都市及び外国人が集住する市町村約 100

か所において、外国人からの相談等を受け付ける一元的な窓口を設置することとされている。 

 

２ 調査対象とした機関における取組 

調査対象とした 4県全ては、下表のとおり、外国人からの相談等を受け付ける一元的な窓

口を設置し、相談を受け付けている。 

 

表 令和元年度における外国人からの相談等を受け付ける一元的な窓口における相談受付実績

（医療関係） 

 （単位：件）

名称 設置時期 受付件数 

 

主な相談内容（概要） 

とくしま国際戦略センター 平成 25年 

1月 

11（1） ・母子手帳の外国語版の有無を教

えてほしい。 

かがわ外国人相談支援セン

ター 

31年 4月 3（3） ・母国語で受診できる医療機関が

知りたい。 

愛媛県外国人相談ワンスト

ップセンター 

31年 4月 10（7） ・英語対応可能な医療機関を教え

てほしい。 

高知県外国人生活相談セン

ター 

令和元年 

5月 

8（4） ・子供の学校検診の通知内容が分

からない。 

（注）1 当局の調査結果による。 

   2 調査結果は、令和元年 8月 31日時点の状況である。 

   3 受付件数欄の（ ）内は、日本人を介した外国人からの相談等の受付件数を内数で記載した。 

   4 徳島県は、「外国人材の受入れ・共生のための総合的対応策」等を踏まえ、従前から設置していた「と

くしま国際戦略センター」に、外国人からの相談等を受け付ける一元的な窓口の機能を付加した。 
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図表 14 日本で生活する上で参考となる情報を記載したガイドブック及び日常生活の各場面で

指さしながら会話できる多言語指さし会話集の作成・配布 

 香川県は、日本語での意思疎通が困難な外国人が生活に速やかに適応できるよう支援するた

め、ⅰ）多言語生活ガイドブック「くらしらいぶらりー」、ⅱ）多言語指さし会話集「かいわら

いぶらりー」を作成している。 

両資料は、公益財団法人香川県国際交流協会のホームページ（くらしらいぶらりー：http:/

/www.i-pal.or.jp/guide/、かいわらいぶらりー：http://www.i-pal.or.jp/conversation/）

で公表されているほか、市町（外国人登録担当課）、市町国際交流協会、日本語教室等で配布さ

れている。また、香川県の説明によると、両資料は、県内に居住する外国人、市町国際交流協

会、日本語教室等から好評であり、配布先での在庫がなくなり、発送依頼が寄せられる場合も

あるとしている。 

 

表 1 多言語生活ガイドブック「くらしらいぶらりー」の概要 

内容 在留資格、仕事、税金など生活する上で参考となる情報を記載している。また、

「医療に関する事項」では、ⅰ）救急車の呼び方、ⅱ）診察の際に必要なもの、

ⅲ）医療費、ⅳ）医療保険等に関することなどが記載されている。 

対応言語 英語、中国語、スペイン語、タガログ語、ポルトガル語（5か国語） 

 

図 1 多言語生活ガイドブック「くらしらいぶらりー」（抜粋） 
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表 2 多言語指さし会話集「かいわらいぶらりー」の概要 

内容 外国人と日本人のコミュニケーションのきっかけとなるよう、「店・デパート・

スーパー」、「病院」、「銀行・郵便局」などの各場面で、日本語ができない人で

も、冊子の中から自分が質問したいことを探し、それを見せながら質問するこ

とができる。「病院」の場面では、ⅰ）症状、ⅱ）薬の服用方法などの事項が

記載されている。 

対応言語 英語、中国語、スペイン語、タガログ語、ポルトガル語、インドネシア語（6

か国語） 

   

図 2 多言語指さし会話集「かいわらいぶらりー」（抜粋） 

 
（注）当局の調査結果による。 
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図表 15  国際交流員が医療機関の職員に対して、「外国人の病院利用」と題した講演を実施 

 西条市国際交流員（ベトナム出身）は、下表のとおり、同市内に所在する医療機関からの依

頼を受け、「西条市における外国人の病院利用について」と題した講演を行った。 

西条市の説明によると、参加者からは「参考になった。」旨の感想が寄せられており、今後も

医療機関から要望があれば、同様の講演を検討するとしている。 

 なお、講演を行った国際交流員からの「在留外国人については、一定の日本語能力があるた

め、やさしい日本語の活用が望ましい。」とする意見を踏まえ、西条市（国際交流推進室）は、

図 4のとおり、広報紙を通じて、やさしい日本語の活用を周知している。 

 

表 講演の概要 

開催日 令和元年 6月 27 日、7月 11日、7月 18日 

参加者 医療機関に勤務する医師、看護師等 

演題 西条市における外国人の病院利用について 

内容 ① 外国人が医療機関において困ったことなどを把握するアンケート、イ

ンタビュー結果の紹介（国際交流員が独自に実施）（図 1参照） 

② 外国人が医療機関に求めること（図 2参照） 

③ やさしい日本語の紹介（図 3参照） 

（注）医療機関に勤務する医師、看護師等が参加しやすいよう同一内容を 3回実施している。 

 

 

     図 1 研修資料の例（アンケート結果の紹介） 
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     図 2 研修資料の例（外国人が医療機関に求めること） 

 
 

図 3 研修資料の例（やさしい日本語の紹介） 

 
  （注）本スライドは、講演を行った国際交流員が、やさしい日本語を活用した問診票 

の作成例として紹介したものである。 

   

 

図 4 広報紙によるやさしい日本語の活用の周知 

 
  （注）本記事は、「広報さいじょう」（2019年9月号）に掲載されている。         

（注）当局の調査結果による。 
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図表 16 医療関係オタスケマン（通訳ボランティア）制度を創設し、外国人からの手続関係の通

訳依頼に対応 

 公益財団法人松山国際交流協会は、平成 9年から、日本語による意思疎通が困難な外国人を

支援する「外国人オタスケマン」制度を運用している。 

１ 概要 

外国人オタスケマンは、図 1のとおり、①医療関係オタスケマン、②日常生活オタスケマ  

 ンに区分され、次のとおり、支援・サポートを行っている。 

（1）医療関係オタスケマン 

病院同行、受診時の通訳サポート、書類の記載など手続サポート等 

（2）日常生活オタスケマン 

買物サポート、市役所などへの同行サポート等 

 

図 1 外国人オタスケマンのチラシ（登録募集） 
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２ 医療関係オタスケマンの出動状況 

  外国人からの依頼に基づき、公益財団法人松山国際交流協会にボランティアとして登録し

た者（平成 30 年 3 月末時点で 142 人）が、下表のとおり出動している。ボランティアとし

て登録した者の主な対応言語は、英語、中国語及び韓国語である。 

 

表 出動実績 

（単位：回）

区分 平成 28 年度 29年度 30年度 

 

令和元年度 

出動件数 2 14 0 1 

（注）1 

   2 

調査結果は令和元年 10月 29日時点の状況である。 

延べ件数を計上している。 

 

３ 周知状況 

 公益財団法人松山国際交流協会は、外国人オタスケマン制度について、同協会ホームペー

ジ（https://www.mic.ehime.jp/MIC/JP/Otasukeman.html）で公表しているほか、図 2-(1)、

(2)のとおり、ⅰ）松山市役所（外国人登録担当課である市民課）、ⅱ）松山市内に所在する

医療機関、ⅲ）松山市内に所在する大学に対し、チラシ等を配布している。 

 

図 2-(1) 外国人オタスケマンに関する広報ツール 

 
（注）本ツールは、名刺と同等の大きさになっており、松山市役所及び同市内に所在する医療機関

に配布されている。 
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図 2-(2) 外国人オタスケマンに関する広報ツール 

 
（注）本ツールは、松山市内に所在する大学において、留学生向けのオリエンテーションで配布されている。 

 

４ 効果 

公益財団法人松山国際交流協会の説明によると、本制度を利用した外国人からは「医療機

関へ同行してくれると安心する。」等の意見が同協会に寄せられ、外国人の不安解消に役立

っているとしている。 

（注）当局の調査結果による。 
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図表 17 院内表示の多言語化 

 「外国人患者の受入れのための医療機関向けマニュアル」において、「外国人患者が自院を来

院した際に必ず関係する」とされている「各階のフロア案内図」、「平面図」、「各窓口（総合受

付・会計・各科受付・処方せん受付等）、「各部屋（検査室・病棟・更衣室・お手洗い（採尿検

査の説明・緊急呼出）等）」を中心に調査した結果、調査対象とした医療機関のうち 10医療機

関（徳島県立中央病院、松永病院、四国こどもとおとなの医療センター、香川県立中央病院、

高松赤十字病院、愛媛県立中央病院、愛媛県立今治病院、松山赤十字病院、飯尾小児科・内科

及び高知医療センター）は、図 1～6のとおり、院内表示を多言語化（日本語に英語等を併記）

していた。 

 また、松永病院は、図 7のとおり、多言語化（日本語に英語等を併記）のほか、ピクトグラ

ムも設置していた。同病院からは、「外国人患者の受入れ環境整備に負担を感じている医療機

関もあるかもしれない。例えば、院内表示の多言語化では、普通紙にラミネート加工を施すな

ど、簡便な方法で表示することでも機能を果たすのではないか。」との意見が聴かれた。 

 

図 1 各階のフロア案内図（避難経路も併記）（四国こどもとおとなの医療センター） 
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図 2 総合案内（愛媛県立今治病院） 

 
 

図 3  各科受付（高松赤十字病院） 

 
 

図 4 検査室（松山赤十字病院） 
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図 5 更衣室（松山赤十字病院） 

 
 

図 6 お手洗い（採尿検査の説明・緊急呼出）（松山赤十字病院） 

 

採尿コップ置場 

Urine Examination Cup 

緊急呼出 

EMERGENCY 

 

図 7 ピクトグラム（松永病院） 

 
（注）当局の調査結果による。 
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図表 18 院内文書の多言語化 

 調査対象とした医療機関のうち 6医療機関（徳島県立中央病院、香川県立中央病院、高松赤

十字病院、愛媛県立中央病院、松山赤十字病院及び飯尾小児科・内科）は、医師からの要望等

があっため、図 1～5のとおり、院内文書の英語版を独自に作成している。 

 

図 1 日本語に英語を併記した受診申込書（松山赤十字病院） 
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図 2 英語版の診断書（香川県立中央病院） 
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図 3 検査結果の説明書（愛媛県立中央病院） 
尿検査について 

全血球算定について 

白血球百分率について 

凝固検査について 
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図 4 英語版の入院申込書（松山赤十字病院） 

あ 

 

 

 

 

 

 

 

34 



 

 

   図 5 日本語に英語を併記した診療費請求書兼領収書（徳島県立中央病院） 

 
（注）当局の調査結果による。 
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図表 19 翻訳機器等の導入 

１ 導入状況 

  調査対象とした医療機関のうち 9医療機関（徳島県立中央病院、松永病院、四国こどもと

おとなの医療センター、香川県立中央病院、高松赤十字病院、愛媛県立中央病院、松山赤十

字病院、高知医療センター及び近森病院）は、下表のとおり、翻訳機器等（翻訳機、電話医

療通訳、翻訳アプリをダウンロードしたタブレット端末等）を導入し、外国人患者との意思

疎通に活用している（愛媛県立今治病院は、令和元年度中に翻訳機（日本語を除く 73 か国

語に対応）3台の導入を予定している。）。 

 

表 翻訳機器等の活用状況 

医療機関名 

徳島県立中央病院 

活用している 

翻訳機器等の種類 

翻訳機 

対応言語 

（日本語以外） 

73か国語 

配備状況等 

5 台（配備先：総合受付

（1）、救急受付（1）、調剤

電話医療通訳 17か国語 

窓口（1）、病棟（2）） 

院内の電話から専用電話

番号に連絡することで利

松永病院 

タブレット端末 

（図 1参照） 

翻訳機（2種類） 

10か国語 

（注）医療通訳は、

英語、中国語、韓国

語のみ対応 

73か国語 

3か国語 

用可能 

2台（配備先：救急処置室） 

1台（配備先：受付） 

1台（配備先：受付） 

 （注）ネットワーク環境不要

（3か国語対応の

翻訳機について

は、図 2参照） 

電話医療通訳 17か国語 院内の電話から専用電話

番号に連絡することで利

タブレット端末等 17か国語 

用可能 

スマートフォンに医療翻

（図 3参照） 訳アプリをインストール

四国こどもとおとな タブレット端末 102か国語 

して活用 

4 台（配備先：外来受付

医療センター (1)、救急受付(1)、病棟事

香川県立中央病院 タブレット端末 12か国語 

31か国語 

務室(2)） 

6台（配備先：産婦人科病

棟（1）、救急救命病棟（1）、（2種類のアプリ

をインストール） 救急外来（1）、総合受付

（図 4参照） （1）、医事課（1）地域連
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携室（1）） 

高松赤十字病院 タブレット端末  102か国語 3 台（配備先：救急外来

（2）、医事課（1）） 

愛媛県立中央病院 翻訳機 73か国語 4台（配備先：患者支援室） 

松山赤十字病院 翻訳機 73か国語 3台（配備先：救命救急セ

ンター（1）、医事第一課

（2）） 

高知医療センター 電話医療通訳 17か国語 院内の電話から専用電話

番号に連絡することで利

用可能 

近森病院 翻訳機 73か国語 2 台（配備先：総合受付

（1）、救急外来（1）） 

（注）電話医療通訳については、医療機関向けの賠償責任保険の付帯サービス（無償）を活用している機関の

状況も記載している。 

 

 

図 1 タブレット端末（徳島県立中央病院） 
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図 2 翻訳機（松永病院）        図 3 タブレット端末等（松永病院）                

 

  

    
 

図 4 タブレット端末（香川県立中央病院） 
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5 電話医療通訳サービスの概要 

 
（注）公益社団法人全日本病院協会（「平成 30年度団体契約を通じた電話医療通訳の利用促 

進事業」の実施団体）の資料による。 

  図

 

２ 翻訳機器等の活用機関からの意見 

  「翻訳機器等の導入により、意思疎通が円滑になった。」との意見があった一方、「翻訳機

は、長文を翻訳できない場合があるほか、医療用語に対応しない機種については、命に関わ

る医療現場では、使用しづらいことがある。」、「翻訳機器等を活用した場合、言葉が通じる安

心感から、診察とは直接関係ない話をする患者様がおり、医師の負担となっている。しかし、

電話医療通訳を活用した場合、通訳者が、診察に必要な箇所を取捨選択して翻訳することか

ら、助かっている。」との意見もあった。 

（注）当局の調査結果による。 
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図表 20 独自の外国人患者対応マニュアルの作成 

 徳島県立中央病院及び愛媛県立中央病院は、外国人患者が来院した場合に備えた対応マニュ

アルを独自に作成するとともに、受付等に配備している。 

 

図 1 徳島県立中央病院が作成するマニュアルの概要 

名称 外国人患者受付マニュアル（医事用） 

作成日 平成 30 年 11月 26日 

内容（章立て） 1 外国人患者の概要 

2 初診患者受付マニュアル 

 1） 日本語にてコミュニケーションが取れる場合 

 2） 日本語にてコミュニケーションが取れない場合 

3 問診について 

 

図 2 愛媛県立中央病院が作成するマニュアルの概要 

名称 愛媛県立中央病院外国人診療マニュアル 

作成日 平成 26 年 7月 16日 

内容（章立て） Ⅰ 本マニュアルの目的 

Ⅱ 受入れ体制の整備 

 1 担当窓口ならびに担当専門部署の設置 

 2 通訳体制の整備 

 3 施設・環境の整備 

 4 問診票や説明書や同意書等の必要書類の準備 

 5 外国人患者の滞在やコミュニケーションを円滑にするための工夫 

 6 医療費の請求や支払いに関する準備 

 7 「受入れフロー」図 

Ⅲ 来院時・入院中の注意点 

 1 受付・入院手続き 

 2 治療や健診（PETがんドック）治療の実施 

Ⅳ 受診終了後 

 1 退院後・帰国後のフォローアップ 

 2 関連書類や診療データ等の受け渡し 

 3 医療費の支払い 

 4 保険会社との交渉について 

 5 医療訴訟対策 

 6 海外の法律事務所とのやり取りについての注意事項 

（注）1 本マニュアルは、41ページ～54ページに掲載している。 

2 愛媛県立中央病院は、厚生労働省が作成した「外国人患者の受入れのための医療機関向けマニュア

ル」及び愛知県が作成した「医療機関等外国人対応マニュアル」を参考の上、独自にマニュアルを作成

している。 

3 愛媛県立中央病院は、「愛媛県立中央病院外国人診療マニュアルに関する電話での問合せは控えさせ

ていただきたい。」と説明している。 

 （注）当局の調査結果による。 
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愛媛県立中央病院外国人診療マニュアル 
 
 
 
 
 
 

第 1 版  平成２６年 ７月 16日 

第 1.2 版  平成２６年 ８月 19日 

第 1.3 版  平成２６年 ９月 22日 

第 1.4 版  平成２６年 11月 14日 

第 1.5 版  平成２６年 12月 ２日 

第 ２ 版  令 和 元 年 11月 １日 

 
 
 
参考資料：平成 22 年度厚生労働科学研究費補助金（厚生労働科学特別研究事業） 

「国際医療交流（外国人患者の受入れ）への対応に関する研究」 
分担研究「外国人患者受入れに必要な医療機関の条件に関する研究」 
外国人患者受入れのための病院用マニュアル案 
厚生労働省における医療の国際展開について 
http://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/kenkou_iryou/iryou/ 
kokusai/index.html 
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Ⅰ  本マニュアルの目的 

 

本マニュアルでは、愛媛県立中央病院に診療を目的として来院される外国人患者に対し

てどのように対応するか、「受入れ体制の整備」、「来院時・入院中の注意点」、「受診終了後」

の 3 段階に分け標準化させることで、外国人患者へ安心・安全な医療の提供を構築すると

ともに、医療従事者の負担軽減を図ることを目的とする。 
なお、当院は厚生労働省が行っている「外国人患者を受け入れる拠点的な医療機関」へ「外

国人患者で入院を要する救急患者に対応可能な医療機関」として登録しており、その趣旨に

おいても外国人患者の受入れについて地域の実情に合った取り組みを行なう必要がある。 
 

 
Ⅱ  受入れ体制の整備 

 

 外国人患者の受入れを円滑に行うために以下の受入れ体制の整備を行う。 
 

1. 担当窓口ならびに担当専門部署の設置  

 

 外国人患者（初診）の受入れに伴う様々な課題の一元化管理を図るため、患者支援室・患

者相談窓口を担当部署とする。患者相談窓口担当者は、外国人患者アセスメントシートを用

い（国籍・在日・訪日、言語、通訳の有無、保険情報、文化・宗教等 配慮すべき点）受診

目的を把握した上で、受付の手配や診療科を含む他部門と連携を図りながら外国人患者が

安心して受診できる環境を構築するとともに職員の負担軽減に寄与する。 
 

2. 通訳体制の整備  

 

（１） 基本方針 
当院の受診に際しては、患者側において日本語を解し話せる者（以下：通訳者とい

う。）や通訳ボランティアなどを同伴して頂く。 
（２） 患者側で通訳者が確保できない場合 

① 通常診療時間内 
患者相談窓口にて、外国人患者側と診療科等への調整・橋渡しを行う。 
 第一選択ツール 通訳デバイス「POCKETALK」の使用。 
 第二選択ツール 院内通訳可能職員手配の依頼。（患者相談窓口） 

※患者支援室より同職員および上司へ連絡し対応可能か調整を行なう。 
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② 時間外や休日の場合 
 通訳デバイス「POCKETALK」を使用した通訳にて対応。 
 通訳デバイスで対応困難な時は、夜間・休日ワンストップ窓口サービス 03-6371-

0057（厚労省委託事業：別添参照）」を利用し、必要な対応を相談する。 
※厚労省委託事業は、年度単位で受託企業が変わる可能性がある。現受託企業は

Emergency Assistance Japan 社であり令和 2 年 3 月 31 日までとなっている。 
 

③ 意思疎通が特に重要と判断される事例 
 ①については、患者相談窓口に連絡し、窓口担当者より遠隔医療通訳サービスの利

用を総務医事課長へ打診する。 
 ②については、「夜間・休日ワンストップ窓口サービス 03-6371-0057（厚労省委託

事業：別添参照）」を利用し必要な対応を相談する。 
 

3. 施設・環境の整備 

 
 外国人患者が安心して院内で過ごせるように、院内の主要部署の表示は可能な限り日本

語と英語で表示する。また、ベッド、車椅子、手術台等の各種設備や機器類についても、受

け入れる患者の体格に合わせて用意することは日本人患者同じであるが、プライバシーを

重視する外国人患者にあっては、可能な範囲で個室の活用や宗教上の配慮（例：イスラム教

徒にはお祈り用のスペースの確保が必要）を行う。 
このように、外国人患者の受入れを行う際には、受け入れる患者の器質的な特徴だけでな

く、その国の文化、国民性に十分留意して環境整備に努める。 
 

4. 問診票や説明書や同意書等の必要書類の準備 

 

（１） 問診票 
問診票（英語・中国語・韓国語・ポルトガル語・スペイン語）に関して、患者相談室

で厚労省外国人向け多言語説明（問診票）を用い患者が記入後、診療科へ届ける。 
  参考：厚労省外国人向け多言語説明資料

http://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000056789.html 
  
（２） 説明書や同意書等 

緊急時に必要な説明書・同意書の日本語-外国語対照は、下記のホームページからダ

ウンロードして使用する。尚、ＣＴ/ＭＲに関する英語版説明書は、別紙参考資料参

照。 
 参考：厚労省外国人向け多言語説明資料
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麻酔問診票、麻酔に関する説明書、麻酔に関する同意書、輸血療法に関する説明

書 
輸血療法に関する同意書、手術に関する説明書、深部静脈血栓症と肺塞栓症予防

のための説明書、ＣＴ検査に関する説明書、ＣＴ検査に関する同意書、造影剤を

用いるＣＴ検査または尿路造影問診票、造影剤を用いるＣＴ検査または尿路造影

に関する説明書、造影剤を用いるＣＴ検査または尿路造影に関する同意書、ＭＲ

Ｉ検査問診票、ＭＲＩ検査に関する説明書、ＭＲＩ検査に関する同意書、造影Ｍ

ＲＩ検査問診票、造影剤を用いるＭＲＩ検査に関する説明書、造影ＭＲＩ検査に

関する同意書 
 
 
5. 外国人患者の滞在やコミュニケーションを円滑にするための工夫  

 

  外国人患者の滞在やコミュニケーションを円滑にするため、職員と外国人患者とのコ

ミュニケーションを支援するために愛媛県立中央病院 看護手順―4（外国人患者への対応：

日本語と英語）を活用する。 
 また、外来フロアマップや英語版「病院のご案内」（別紙資料）を準備しておく。これは

外国人患者の滞在や、職員と外国人患者とのコミュニケーションを円滑に行うために活用

する。 
 
 

6. 医療費の請求や支払いに関する準備 

 
 外国人患者に対して診療費の支払い方法等、次の事について予め確認する。 
 
（１） 居住者（Resident）か非居住者（Visitor）かの確認 

居住者の場合は、日本国の健康保険に加入していることが多く、そのケースであれば

言語の問題を除けば日本人への請求と変わらない。 
しかし、旅行者や短期滞在者等の非居住者については健康保険に加入していないため、本

人の支払条件（payment terms）、保険請求手続き（procedure of insurance claims）に

ついて事前に確認し未収金の発生に備える。 
※ 健康保険（Health Insurance）の加入義務について 

日本国内の「居住者」は、次のいずれかに該当する場合を除き、すべて国民健康保

険に加入する義務がある。 

http://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000056789.html


 
 

【国民健康保険の加入義務の非該当者】 
条  件 支払い手続き 

①在留期間が 3か月以下 

支払方法について確認が必要 
②在留資格が「短期滞在」や医療を受ける活動

またはそのものの日常の世話をする活動を指

定されている「特定活動」のもの 

③会社等の健康保険に加入中のもの 
日本人と同様の手続きで可 

④生活保護を受給中のもの 

 
上記のうち、③、④は日本人と同様の手続き（会社等の健康保険、生活保護）で

支払いを行うため、事務手続き上は問題ない。 
①、②については以下のいずれの方法で支払いを行うか、確認が必要である。 

 
（２） 非居住者への支払方法の確認 

非居住者の支払いは、全額自己負担(Self-pay)か、旅行保険等による支払(Insurance 
company’s pay)による。いずれの場合も当該患者の受診前に可能な限り確認を行う。

できなかった場合であっても、診察終了後速やかに確認を行う。 
 

① 全額自己負担の場合 
支払いが多額になった場合には当該患者が邦貨を準備できず、支払自体が困難にな

ること、またクレジットカードの支払も、限度額の問題、また国際間でのカード認証の

問題等で決済が行えない場合もあるため注意が必要である。（※例えば当該患者が保有

する「VISA カード」であっても日本では決済を通らないケースがある。） 
なお、当院で取扱い可能なクレジットカードの種類は以下の通り。 
※取扱い可能なクレジットカード（acceptable credit card） 

VISA,  Master Card,  American Express,  Diners Club,  JCB,  DC card, の
6 種類のみ。 
デビットカード（Master Card における Maestro 等）は対応していない。 
 

② 保険会社による支払の場合 
受診前の段階で行っておくべきことは「保険種類の確認」と「患者への保険手続き

開始の依頼」である。 
保険については下記の種類がある。 

③ 旅行保険（Travel Insurance）や医療保険（Medical Insurance）等 
いずれの場合も当該患者が本国保険会社側に手続き申請をしてもらう必要がある。

手続き申請の方法は保険会社によって異なるが、患者自身が保険会社の指定したカス
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タマーサポートに電話ないしはメール等で依頼するところから始まる。よって患者が

上記の保険に加入しているか、しているのであれば保険会社に第一報を入れたか、の確

認が最初の確認事項となる。 
 

7. 「受入れフロー」図 

 
愛媛県立中央病院においては、事前予約で担当診療科が決まっている場合を除き、初診患

者は患者相談窓口において外国人患者アセスメントシートを元に情報収集を行い、診療科

を含む他部門と連携を図りながら外国人患者が安心して診療を受けられるように支援する。 
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Ⅲ 来院時・入院中の注意点  

 

 

1. 受付・入院手続き 

 
（１） 円滑な受付 

総合受付では、事前予約の有無にかかわらず、患者の本人確認を保険証、パスポート

等で行う。 
 

（２） オリエンテーション（健診や治療内容の説明および最終確認） 
受付が終了したら、診察の流れやスケジュールについて初診患者は患者支援室担当者

から、再診に関しては診療科担当者から説明しておく。一方、患者が入院して検査や治

療、手術等を行う定期入院の場合には、まず入院サポートセンターに案内して入院手続

きを済ませるとともに、今後の治療スケジュールや治療内容について患者に最終確認を

取っておく。 
患者の要望が当院で事前に把握していたものと異なることが判明した場合には、速や

かにその旨を担当医や関係部署に知らせて、治療方針や治療スケジュールの見直しが必

要かどうか検討する。必要に応じて、このオリエンテーションの段階で、当院の受入れ

リスクを最小限にするため、各種の患者の権限放棄や免責条項に関する書類へのサイン

を依頼することもある。 
 

（３） 院内施設や院内マナーに関する説明 
オリエンテーションでは、治療内容や治療スケジュールだけではなく、院内施設や院

内マナーに関する説明をしっかり行っておく。日本人からみれば、当然と思っているこ

とが、外国人患者にとって当然でないこともしばしばである。オリエンテーションの際

に、院内のマナーや設備についても外国人患者が理解・納得できるまでしっかり説明し

て、周りの日本人患者や現場の職員とお互いにも気持ちよく過ごせるよう心がける。 
 
（４） 入院が必要な場合 

医学的に入院が必要と判断された場合には、日本語-外国語対照（英語、中国語、韓国

語、ポルトガル語、スペイン語）の入院申し込み書(誓約書付き)を用いて説明を行う。入

院歴確認、面会制限、感染予防についての説明が必要な場合には、下記 URL からダウン

ロードして使用する。 
  参考：厚労省外国人向け多言語説明資料

http://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000056789.html 
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2. 治療や健診（ＰＥＴがんドック）の実施 

 

（１） 通訳 

患者が同伴してきた通訳者や遠隔医療サービスを介して診療や治療を行う際の注意事項

としては以下の点が挙げられる。 
 

 

 

① 通訳者の医学的通訳能力を確認

 通訳者を介して治療やＰＥＴがんドックを行う際は、医師や看護師等、当院の職員が言っ

たことが患者に理解できるように伝わり、また、患者の述べたことが正確に当院の職員に伝

わることが大切である。 
しかし、特に患者が同伴してきた通訳者や外部の通訳会社から派遣された通訳者の中に

は、医学用語や臨床医学に関する知識が不十分で、医療の現場で通用するだけの能力を備え

ていない場合も少なくない。 
 そのため、院外の通訳者を介して治療や健診（ＰＥＴがんドック）治療を行う際には、ま

ず、その通訳者の通訳能力が十分なものか確認しておく。なお、通訳者の能力が日常会話の

通訳としては十分であっても、診察の場面や治療内容の説明を行うには不十分であると判

断した場合には、直ちに他の通訳者をお願いするようにする。たとえ患者がわざわざ連れて

きた通訳者だったとしても、誤訳や不十分な通訳によって一番困るのは患者自身であるた

め、この点は徹底するようにする。 

②医療者の方でも通訳者が通訳しやすいように心がける 
 通訳者の能力が優れていたとしても、医療者が早口で話したり、難しい専門用語を羅列す

ると通訳は困難となる。通訳を介して治療や健診等を行う際には、医療者の方でも、「ゆっ

くりしゃべる。」「専門用語は避ける。」「平易な言葉を使う。」「文書は短く切って話す。」な

ど、通訳者が通訳しやすいように心がけることが必要である。 
 また、医療通訳で最も難しい点の 1 つは、日本で使われている医学用語に該当する言葉

がなかったり、そのまま通訳して患者に伝えても一般に普及している言葉ではないため患

者が理解できなかったりすることがある。そのため、このような場合は、医療通訳者の方で、

患者が理解できるように言葉を選んで通訳することになるが、その作業を医療通訳者にま

かせっきりにするのではなく、医療者側でも一緒に説明や表現の仕方を考えるなど、協力し

て臨むことが大切である。 
 
③効率的に通訳を行うための工夫を考える 
 実際に医療通訳を介して診察などを行う場合、通常の 2 〜4 倍の時間がかかってしまう

ため、その日の検査や診察のスケジュールが狂ってしまったり、他の患者の待ち時間が延び

てしまったりすることが少なくない。 
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 このような事態を避けるため、診察前に担当者もしくは通訳者が患者のその日の体調や

医師に質問したいこと等をあらかじめ聞き出してメモにまとめておき、医師はそれを見な

がら診察を行うなど、限られた診察時間を効率的に使うための工夫をする。 
いずれにせよ、当院では、通訳を介した外国人患者の検査や診察には時間がかかるという

ことを念頭において、ゆとりをもった予約の取得などを考慮する必要がある。 
 
④ 夜間・緊急時の対応 

 夜間に患者の容体が急変して通訳者が急に必要となることも十分考えられる。通訳者が

確保できない場合は、通訳ディバイス「POCKETALK」の使用や多言語対応問診票などを

活用する。 
また、必要に応じて、「夜間・休日ワンストップ窓口サービス 03-6371-0057（厚労省委託

事業：別添参照）」を利用し、助言を得る。 
 
（２） インフォームド・コンセント 
 外国人患者に対して検査や治療を行う際、後々の不満につながる要因の一つが「日本人の

医療者は十分な説明をしてくれない」ということである。インフォームド・コンセントに対

する基本的な捉え方が日本人と外国人では異なることから生じている問題である。 
日本でインフォームド・コンセントというと、多くの医療者は、侵襲性のある医療行為を

行う際に、当該医療行為の内容やリスク等について文書等を用いて説明し、患者に承諾して

もらった証拠として同意書にサインをしてもらうことと捉えている。 
 しかし例えば、欧米人の場合、「医療は契約」という意識が強いため、インフォームド・

コンセントは、医療者から必要な情報をもらい、自分で医療方針を決定するための大事なプ

ロセスと捉えるのが一般的である。そのため、欧米人の患者は、自分が納得するまで徹底的

に医療者が説明することを要求し、自分がまだ納得できていないにもかかわらず、一方的な

説明だけで同意書にサインさせようとする日本の医療者には不信感を抱くことが少なくな

い。他にも、アラブ系の国の中には、妻に対して医療行為を行う際には、夫の同意が必要と

しているところもある。このように一口に「インフォームド・コンセント」といっても、国

の文化や考え方によって大きな差異がある。そのため、インフォームド・コンセントを行う

際には、日本の医療慣習通りに行うのではなく、その外国人患者の出身国の文化や考え方に

も十分配慮を示すことが大切である。言うまでもなく、不十分な説明や、一方的な説明だけ

して同意書にサインを求めるのは望ましくないが、やはりインフォームド・コンセントをき

ちんと行った証拠は文書で残しておく必要がある。 
緊急時に必要な説明書・同意書の日本語-外国語対照（英語、中国語、韓国語、ポルトガ

ル語、スペイン語）等は、下記のホームページからダウンロードして使用する。 
 参考：厚労省外国人向け多言語説明資料

http://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000056789.html 
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（３） 外国人患者の環境や文化を反映した療養指導 

 

 外国人患者の背景や文化等に対する配慮が必要なのは、インフォームド・コンセントの場

面だけではない。医療指導などを行う際も同様である。 
 例えば、ある病院では、人間ドックで糖尿病と診断されたロシア人患者に対して食事療法

を行おうとしたものの、ロシアでの食習慣がよく分からなかったために、具体的な食事指導

が行えずに終わってしまった。このように特に糖尿病などの慢性疾患の療養指導などでは、

患者の生活環境や文化を理解していないと適切に行うことが難しいものも少なくない。外

国人患者に療養指導を行う際には、その点にも十分留意しておくようにする。 
 
 
 
Ⅳ 受診終了後  

 

1. 退院後・帰国後のフォローアップ  

 

 患者が国境を越えて医療を受ける場合、大きな課題の一つとなるのが「ケアの継続性

（Continuum of Care）」に関する問題である。日本では、まだ海外から受け入れている外

国人患者の数そのものが限られていることから、それほど問題となっていないが、海外では、

居住国以外で手術を受けた患者が帰国後合併症を起こして、その治療を地元の医療機関が

拒んだり、その医療費を誰が負担するかでもめたりするケースが多数報告されている。その

ため最近では、海外の医療機関で治療や手術を受けることを考えている患者の間ではもち

ろんのこと、海外の民間医療保険会社や斡旋事業者の間でも、受診後のフォローアップ体制

がしっかりしているかどうかということが、医療機関選択の重要な判断基準の 1 つとなっ

ているのが現状である。 
 この点、日本の医療機関では、もともと患者の退院時には、退院計画等を立てて患者のフ

ォローアップには力を注いできているが、外国人患者の場合には、日本人患者と同じように

考えられない部分も多々存在してくる。例えば、退院時に処方した薬剤が患者の居住国では

入手困難だったり、患者の地元の医療機関では退院計画の中に組み入れていたリハビリや

継続治療が実施困難なことも十分考えられる。そのため、退院計画等を立案する際には、患

者の居住国の医療レベルや医療機関の状況、生活環境等に関する情報を細かく収集して、実

行性のあるものにしていくことが重要である。 
 

2. 関連書類や診療データ等の受け渡し  

 

 患者が一度帰国してしまうと、電話や e-mail 等によるやり取りは可能だとしても書類の
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受け渡し等は困難になってしまう。そのため、患者が希望する書類や診療データ、ならびに

患者が今後必要になると考えられる書類や診療データ等の類は、患者の帰国時までにそろ

えて、渡しておくことが望ましい。なお、時間的な関係から、帰国時に渡すことが困難な場

合には、どのような方法で渡すことにするのか（例えば郵送方法や郵送時期等）患者ときち

んと打ち合わせておくことが大切である。 
 

3. 医療費の支払い 

 

 医療費の支払いについては、事前準備の段階で決めておいた方法で行う。 
外国人患者から請求内容について説明を求められた場合には、いつでもその説明に応えら

れるようにしておく。 
 

4. 保険会社との交渉について 

 

多くの保険会社は、日本での手続きを円滑に行うため、日本での事務手続きを日本の業

務代行会社（Thigh-up Company, ex:ジャパンアシストインターナショナル㈱、日本エマー

ジェンシーサービス㈱等）に依頼するケースもある。この場合、保険会社との手続きは原則

日本語で行われる。この時点で行うべきことが下記の２点である。 
 
（１） 保険で賄われる医療行為の確認 

日本の健康保険制度と根本から違うことを念頭に、医療行為のどこまでが保険により填

補され得るのかあらかじめ確認が必要である。保険で填補されない医療行為については、当

該患者に対する自費請求となるため、予め「保険会社、もしくは代行業者から当該患者本人

に対して説明してもらう」ことがトラブル回避のために必須となる。 
 
（２） 支払保証書の請求 

外国人患者が加入している保険会社（または日本の代行会社）へ支払保証書を予め請求

することが可能であるので積極的に取得に努める。支払保証書を保険会社等に求めること

は特に失礼なことではなく、債権・債務を明確にしておくために必要な措置である。診療費

の「取り漏れ」を回避するためにも、遅くとも患者の退院前までには確実に取得しておくべ

きである。 
 
（３） 支払い請求にかかる注意点 

いずれの確認も本国の保険元受会社の確認が必要な場合が多く、その際には時差の関係

で回答に時間を要することがあるため注意が必要となる。特に退院間近で時間が無い場合

や休院日を挟む場合等はそれらを見越した交渉が必要となる。 
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一旦保険手続きが開始されると、保険会社より必要となる書類についての連絡がある。

一般的には請求書、当院の支配講座情報などの記載書類が必要となるが、早期の段階で必要

書類のリストの送付を相手方担当者に依頼しておくとスムーズに支払いまですすむ。 
場合によっては、保険の元受会社に対しての提出書類として診断書や、所見書等を求め

られる場合がある。書類はいずれも「保険会社から当院への支払」に必要となる書類である

ため、文書のやり取りに関しては行き違いが無いよう、配達証明やトラッキングが可能なメ

ール便等の利用を行うことが望ましい。また海外への文書送付は郵便局が取扱う EMS が最

も安価かつ確実である。 
下記のホームページに（日本語版 英語版 韓国語、中国語版 ポルトガル語版 スペイン

語版の下記の様式があるので、適宜利用する。 
（１）高額療養費制度（限度額適用認定証）について 
（２）出産一時金の直接支払制度の利用に関する合意確認書 
（３）概算医療費 
（４）医療費請求書 
（５）医療費領収書 

  参考：厚労省外国人向け多言語説明資料

http://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000056789.html 
 

5. 医療訴訟対策 

 

 外国人患者の受入れを行う際、医療機関にとって気になる問題の一つが医療過誤訴訟対

策である。現在のところ、医療過誤訴訟が発生した場合には、各国の国内法に従って裁判が

行われているのが現状であり、外国人患者の受入れを積極的に行っている医療機関等では、

医療過誤訴訟対策の一環として、患者に対して、いわゆる「法律上の権利放棄書（legal 
waiver）」（訴訟を起こす際には患者の居住国ではなく、治療を行った国で提起するように

約した文書）へのサインを求めているところが少なくない。 
 しかし、legal waiver を用意したとしても、これでは裁判管轄の問題が解決するだけで

あって、実際に患者から医療過誤訴訟が提起された場合、国内の患者と海外の患者で医療機

関の責任に差異があるのか否かといった点についてはまだまだ不明である。 
また、医療訴訟に関しては当院に対する医療訴訟だけではなく、別病院への訴訟のため

当院でのカルテ開示を求められるケースも想定される。この場合、患者本人だけではなく、

その法定代理人が当院宛に診療情報の開示を求めるようになる。 
医療情報の開示（Medical Information disclosure）請求については、「診療情報の提供

等に係る指針」および愛媛県個人情報保護条例に基づき日本人の例と同様に行なう。 
開示請求にあたって、国外の法律・法令を根拠として開示請求を行ってくるケースもあ
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るが、当院の診療録は日本の法律の適用下にある。よって属地主義(the territorial principle)
の考えに則り、それら海外の法律・法令に従う義務はない。 

また開示請求に関して県条例で必要とする書類の条件が満たされていない場合も、開示

には応じられない。さらに、これら開示請求に係る書類はすべて「原本」である必要がある。

FAX またはメール等の添付書類で、中には明らかに日付や名前に加工を施したもので手続

きを押し通そうと圧力をかけてくる会社や法律事務所もあるため、注意が必要である。 
※カルテ開示請求にかかる院内担当部署は総務医事課医事グル―プであり、患者からの申

し出があれば担当者へ速やかに連絡を行なう。 
 
6. 海外の法律事務所とのやり取りについての注意事項 

 

欧米では一般的に将来の係争に備えて、正式なやり取りは文書（Document）の交換で行

う。一般的には文書番号を案件毎に付して、やり取りの際には「○○年〇月〇日に発行した

文書番号〇〇の文書に基づき・・・」というように、根拠となる文書や内容を特定したうえ

で議論を積み重ねていくことが基本となっている。 
このような海外のやりとり、特に法律事務所等を相手に文書を発行する際に注意したい

のは、下記事項を必ず明記することである。 
 
①Date （文書発効日） 
②Our Ref （当院の文書番号） 
③Your Ref. （相手先の文書番号、無い場合は記載なしで可） 
④Ans Req. （返答の要否） 
⑤Attn.（相手先名） 
⑥Subject （案件名） 
 
その他、下記は相手方文書に記載があれば記載しておくことが望ましい。 
Your file No. （相手先案件番号） 
Your Client File Number （相手先顧客番号） 
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図表 21 外国人患者の支援担当部署の設置 

名称 患者支援室 

体制 ・午前：医師 1 人、看護師 2 人（火曜日及び木曜日は 1 人）、事務職１人

（医療対話推進者。医事を兼務） 

・午後：看護師 2人、事務職 1人（医療対話推進者。医事を兼務） 

（注）応援体制として、医師（輪番）、薬剤師、放射線技師、検査技師、管理栄養士、

地域連携室看護長、がん専任看護師、事務職員（委託を含む。）など、必要に応じ

て電話等相談を行う体制を構築している。 

主な業務内容 ・院内での外国人患者対応に関する総合調整、体制整備（必要に応じて、

患者支援室の看護師が診察室まで外国人患者に同行） 

・院外機関との調整 

・通訳者等の手配 

効果 院内職員（外来看護師等）に対し、患者支援室の業務に対するアンケー

ト（注）を実施したところ、「困ったことがあれば、まずは患者支援室へ相

談できるため安心する。」（院内の各部署からの意見）等の意見があった。 

また、外国人患者等にも聞取りを行い、「相談できるところがあって安

心できる。」（外国人患者からの意見）との声が寄せられている。 

（注）全国自治体病院学会にて患者支援室に関する発表を行うため実施 

（注）1 当局の調査結果による。 

   2 愛媛県立中央病院は、独自に作成した「愛媛県立中央病院外国人診療マニュアル」（図表 20参照） 

    において、患者支援室が外国人患者の受入れに関する担当窓口である旨を明記している。 

   3  「医療対話推進者」とは、平成 24年 4月の診療報酬改定で新設された「患者サポート体制充実加算」 

により、患者又はその家族からの疾病に関する医学的質問、入院上の不安等、様々な相談に対応する窓 

口に配置された者（専任の医師、看護師、薬剤師、社会福祉士又はその他医療有資格者等）である。 
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図表 22 職員向けの研修等の実施 

医療機関名 研修等の内容 

徳島県立中央病院 

（医療英会話研修） 

１ 目的 

医療機関における実用的な英語を学ぶため 

２ 内容等 

① 実施頻度：毎週 1回 

② 対象：医師、看護師等 

③ 内容 

外国人講師を招き、ⅰ）体の部位の名称、ⅱ）患者の症状を

把握する際に役立つ会話（痛みの程度を表す英単語等）、ⅲ）採

血時に役立つ会話等を学んだ。1 回当たりの研修時間は 50 分

であり、10人程度の少人数で学べる環境を整備している。 

３ 効果 

  同病院からは、「各診療科の状況に応じた実践的な研修を行う

ことにより、英語での問診、診療ができるようになってきてい

る。」との意見が聴かれた。 

徳島県立中央病院 

（合同カンファレンス） 

１ 目的 

院内感染防止に取り組むため（注 1） 

２ 内容等 

 ① 実施頻度：年 4回程度 

② 対象：徳島県立中央病院（注 2）が、県内の 8医療機関を集め

て、合同カンファレンスを開催 

 ③ 内容（令和元年度の例） 

徳島県立中央病院の医師が「外国人診療の問題点」と題する

講演を行った後、参加した 8医療機関とⅰ）外国人の診療で困

ったこと、ⅱ）外国人診察時における院内感染等について意見

交換した。 

３ 効果 

令和元年度のカンファレンスに参加した機関（松永病院）から

は、「『特定技能』の創設等によるアジア圏からの外国人の受入れ

に伴い、外国人患者の受入れも予想される。このため、アジア圏

で流行する感染症については、敏感に情報収集する必要がある旨

を確認するなど、有意義であった。」との意見が聴かれた。 

（注）1 厚生労働省は、医療機関における院内感染対策に関する取組を推進

するため、平成 24 年 4 月の診療報酬改定により、感染防止対策加算

（感染防止対策加算 1、感染防止対策加算 2等）を新設した。医療機関

が感染防止対策加算の届出を行う場合、感染防止対策加算 2 の届出医

療機関については、少なくとも年 4 回程度、感染防止対策加算 1 の届

出医療機関が主催するカンファレンスに参加することが必要とされて

いる。 

2  徳島県立中央病院は、感染防止対策加算 1の届出医療機関である。 

56



 

松永病院 

（外部団体が開催するセ

ミナーを受講） 

１ 目的 

外国人患者の受入れに係る医療機関のリスク管理方法の基礎

知識を学ぶため 

２ 内容等 

 ① 対象：医師等 

 ② 内容 

ⅰ）医療事故、トラブルの防止、ⅱ）未収金発生防止の手法、

ⅲ）基礎的な医療英語、ⅳ）外国人患者担当部署の設置方法に

関する講義をオンラインで受講した。 

３ 効果 

同病院からは、「遠方の開催地（東京、大阪等）に出向く必要が

ないため、外国人患者に関する知識を負担感なく身につけること

ができ、効果的であった。」との意見が聴かれた。 

四国こどもとおとなの 

医療センター 

（英会話研修） 

１ 目的 

  ⅰ）自機関で開催される国際学会、ⅱ）外国人患者への対応を

円滑に行うため 

２ 内容等 

 ① 実施頻度：毎週 1回 

② 対象：医師等 

 ③ 内容 

   外部団体（英会話研修に関するサービスを提供する企業）に

依頼して、英語の日常会話等を学んでいる。 

愛媛県立中央病院 

（英会話研修） 

１ 目的 

外国人患者の受診に対応するため 

２ 内容等 

 ① 実施頻度：毎週 1回 

 ② 対象：医師、看護師、技師等 

 ③ 内容 

外国人講師を招き、ⅰ）病名、ⅱ）採血、検査、入院患者対

応時に役立つ英会話を学んでいる。 

３ 効果 

  同病院からは、「恒常的に参加する者については、片言ではあ

るが英語による意思疎通が円滑になった。」との意見が聴かれた。 

愛媛県立中央病院 

（公益財団法人愛媛県国

際交流協会主催「第 1 回

通訳ボランティア等に対

する研修」（テーマ「医

１ 目的 

通訳ボランティアとして活動する者との間で、外国人患者の対

応時における留意点等を共有するため 

２ 内容等 

 ① 対象：通訳ボランティアとして活動する者等 
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療」）へ講師 2人を派遣）  ② 内容 

ⅰ）外国人患者の受入れに関する国の取組、ⅱ）愛媛県立中

央病院における外国人患者の受入れ体制の整備状況、ⅲ）通訳

対応における留意点（個人情報の取扱い、感染症対策等）等に

ついて患者支援室（図表 21参照）の職員が講義した。 

（注）当局の調査結果による。 
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Ⅱ 受診を終えるまでの場面ごとにおける外国人患者の受入れ環境の整備に係る現状及び課題 

① 自分で医療機関を探す 

図表 23 医療情報ネットの英語による提供 

１ 医療情報ネットの概要 

医療法（昭和 23 年法律第 205号）第 6条の 3及び医療法施行規則（昭和 23年厚生省令第

50号。以下「施行規則」という。）第 1条の 2の規定に基づき、病院、診療所又は助産所（以

下「病院等」という。）の管理者は、医療を受ける者が病院等の選択を適切に行うために必要

な情報（病院等の名称、所在地、電話番号、診療科目、対応可能な言語等）を当該病院等の

所在地の都道府県知事に報告し、都道府県知事は、当該情報を公表（施行規則第 1条の 3の

規定に基づき、インターネットによる公表が認められている。）しなければならないとされ

ている。 

また、「医療機能情報提供制度実施要領について」（平成 19 年 3 月 30 日付け医政発第

0330013 号厚生労働省医政局長通知）において、インターネットを通じた公表システムに可

能な限り追加する機能として「外国語による情報提供」が示されている。 

 

２ 調査対象とした 4県における取組 

  調査対象とした 4県全てにおいて、インターネットによる医療情報ネットが開設されてお

り、香川県、愛媛県及び高知県では、図 1～3のとおり、英語による提供も行っている。 

  なお、高知県では、英語のほか中国語及びベトナム語による提供を検討している。 

 

図 1 香川県の提供例（医療 Net さぬき） 

 
（注）本 URL（https://www.qq.pref.kagawa.lg.jp/ir37/qqport/kenmintop/english/fk1350.php?kbn=hospit

al）において、英語による医療機関の検索が可能となっている。 
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図 2 愛媛県の提供例（えひめ医療情報ネット） 

 
（注）本 URL（https://www.qq.pref.ehime.jp/qq38/qqport/kenmintop/english/fk1350.php?kbn=hospital）

において、英語による医療機関の検索が可能となっている。 

 

図 3 高知県の提供例（こうち医療ネット） 

 
（注）本 URL（https://www.kochi-iryo.net/pb_md_fnc_language?screen_kind=top）において、英語による医

療機関の検索が可能となっている。 

（注）1 当局の調査結果による。 

   2 医療情報ネットでは、医療機関のほか、薬局に関する情報も提供している。 
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図表 24 ホームページ及びパンフレットを多言語化して情報提供 

「外国人患者の受入れのための医療機関向けマニュアル」において、外国人患者や関係者に

向けて情報提供しておくと良いと考えられる事項として示されている、①営業時間、②診療科、

③交通アクセス（地図付き）、④問合せ先（外国語対応可能であればその情報も）、⑤対応言語、

⑥受診方法（感染症の疑いがある方の受診方法も含めて）を中心に、その提供状況を調査した

結果、徳島県立中央病院、松永病院、四国こどもとおとなの医療センター、愛媛県立中央病院

及び飯尾小児科・内科は、外国人患者数が増加したなどの理由から、ホームページ及びパンフ

レットを多言語化して、それらの情報を提供していた。 

 

表 1 ホームページの多言語化の状況 

医療機関名 提供している言語 備考 

徳島県立中央病院 英語、中国語、韓国語 Google 翻訳のウェブサイ

ト翻訳ツールを活用 

松永病院 英語、中国語 ― 

四国こどもとおとなの医療センター 英語 ― 

飯尾小児科・内科 英語 ― 

 

表 2 パンフレットの多言語化の状況 

医療機関名 提供している言語 備考 

四国こどもとおとなの医療センター 英語 主として、自機関で開催さ

れる学会で使用 

愛媛県立中央病院 英語 ― 

 

図 1 「営業時間」の情報提供例（飯尾小児科・内科） 
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図 2 「診療科」の情報提供例（徳島県立中央病院） 

 

 

 

図 3 「交通アクセス（地図付き）」の情報提供例（松永病院） 

 
 

 

図 4 「問合せ先」の情報提供例（四国こどもとおとなの医療センター） 

 

62



 
 

図 5 「対応言語」の情報提供例（飯尾小児科・内科） 

 
 

 

図 6 受診方法の情報提供例（松永病院）  
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図 7 「感染症の疑いがある方の受診方法」の情報提供例（飯尾小児科・内科） 

 
 

図 8 パンフレットの提供例（愛媛県立中央病院） 

 
（注）当局の調査結果による。 
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図表 25 英語で記載した夜間・休日当番医の情報を記載台に配備して提供 

 松山赤十字病院は、松山市内における夜間・休日当番医の情報（医療機関名、電話番号等）

を英語で記載し、記載台（図表 30参照）に配備することで提供している。 

当該情報は、夜間・休日当番医となった医療機関をグループごとにアルファベットを付し、

カレンダー上に当該アルファベットを記載することで示されている。 

 

図 令和元年 10 月分の提供例 

 
 

（注）当局の調査結果による。 
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② 救急車を呼ぶ 

図表 26 電話通訳センターを介した三者間同時通訳や救急ボイストラを使用した訓練や研修の

実施 

消防局名 研修等の内容 

徳島市消防局 １ 名称 

  多言語通訳を活用した 119番通報等における外国人対応訓練 

２ 目的 

電話通訳センターを介した三者間同時通訳を活用する際、同センターと

の連携を迅速・的確に行うため 

３ 内容等 

① 実施年度：令和元年度 

② 内容 

   消防局職員が、徳島市国際交流員の協力を得て、電話通訳センターを介

した三者間同時通訳を活用した搬送訓練等を行った。 

４ 効果等 

  「外国語を話すことができない救急隊員は、外国人の救急搬送に不安を抱

いていたが、三者間同時通訳を活用することで詳細な内容について聴取す

ることも可能となったことから、救急搬送のサービス向上につながったと

感じている。」との意見があった。 

  また、同局は、訓練の様子を録画し、令和元年 11月に実施した県内の消

防本部が参加する「口頭指導技術発表会」（通信指令員が、緊急性の高い救

急要請の通報者に、応急処置等を伝える「口頭指導」の技術を発表する場）

で上映することで、三者間同時通訳の周知を図った。 

松山市消防局 １ 名称 

外国人受入研修 

２ 目的 

  外国人に緊急時にとるべき対応を学んでもらうため 

３ 内容等 

① 実施年度：従前から毎年度実施 

② 内容 

座学及び実技（消火体験等）で構成されており、消防局職員が、一般財

団法人日本防火・防災協会が作成したパンフレット（119番通報の方法等

について記載）を参加者に配布している。 

高知市消防局 １ 名称 

救急活動時における外国人旅行者等とのコミュニケーション向上研修 

２ 目的 

救急ボイストラを有効活用するため 

３ 内容等 
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① 実施年度：平成 30年度 

② 内容 

消防局職員（救急隊員）が、救急ボイストラの使用方法、注意点等を確

認したほか、高知市国際交流員（3人）の協力を得て、①救急ボイストラ

を用いた翻訳結果の検証、②意見交換（外国における救急隊との相違点、

現場で求められる配慮等）を行った。 

４ 効果 

  「救急ボイストラの使用経験が浅い救急隊員が多く、使用方法、注意点等

を共有することができた。」、「国際交流員から救急活動に活用できる貴重な

意見を得ることができた。」との意見があった。 

（注）当局の調査結果による。 
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図表 27 外国人患者を受け入れる拠点的な医療機関の情報を消防局へ提供 

県名 提供内容 

徳島県 徳島県は、保健所（徳島保健所、阿南保健所、美波保健所、吉野川保健所、

美馬保健所及び三好保健所）ごとに開催する「救急医療対策連絡協議会」（消

防局、医療機関、郡市医師会等で構成）において、外国人患者を受け入れる拠

点的な医療機関の名称、所在地等に関する資料を、令和元年度に提供してい

る。 

（注）1 阿南保健所及び美波保健所については、合同で開催している。 

2 外国人患者を受け入れる拠点的な医療機関の選出時期の関係上、「救急医療対策

連絡協議会」時に情報提供できなかった保健所開催分については、別途、情報提供

している。 

香川県 香川県は、県内の消防局及び消防本部に対し、外国人患者を受け入れる拠点

的な医療機関の名称を、令和元年 10月に文書で通知している。 

（注）当局の調査結果による。 
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③ 受付をする 

図表 28 NPO法人等が作成する多言語医療問診票サイトへのリンクを県ホームページに掲載 

 香川県は、医療機関及び外国人患者を支援するため、同県ホームページにおいて、NPO 法人

国際交流ハーティ港南台及び公益財団法人かながわ国際交流財団が作成する多言語医療問診

票（18 か国語）サイト（http://www.kifjp.org/medical/）へのリンク設定を行っている。 

 
図 多言語医療問診票（内科） 

 
（注）当局の調査結果による。 
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図表 29 外国人患者向け予約支援サイトの活用 

 松永病院は、外国人患者の円滑な予約を実現するため、医療通訳等に関するサービスを提供

する企業が運用する外国人患者向け予約支援サイトを活用している。下図のとおり、必要項目

等を入力することにより、予約することが可能となっている。 

 

図 予約手順 

① 松永病院ホームページのトップページにあるバナーをクリックする。 

  

図 1 バナー 

 

 

② ⅰ）氏名、ⅱ）電話番号（携帯電話）、ⅲ）eメールアドレス、ⅳ）使用する言語を入力

し、送信する。 

 

図 2 予約支援サイト画面 

 

あ 

枠内の必要事項を入力後、

「Submit」をクリックして送信 

 

③ 送信後、多言語オペレーターが希望日時等を外国人患者から聴取した上で、予約を代行

する。 

（注）1 当局の調査結果による。 

2 松永病院が活用している外国人患者向け予約支援サイトは、調査時点において試験運用中のものである。 
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図表 30 診療科名の英和訳対照表などを配備した外国人患者対応の記載台の設置 

 松山赤十字病院は、外国人患者の円滑な受診を支援するため、①独自に多言語化（日本語に

英語を併記）した受診申込書（図表 18参照）、②診療科名の英和訳対照表、③各診療科におけ

る注意事項（英語版）を記載台に配備している。 

 また、松山赤十字病院からは、「外国人患者に対して外来受診に関する全ての説明を行う必

要がなくなり、受付職員の負担が軽減した。」との意見が聴かれた。 

 

図 診療科名の英和訳対照表などを配備した記載台 

 

 

 

 

 

 

 

 

診療科名の英和訳対照表及び受診申込書の記載例 

 

各診療科における注意事項 

 

受診申込書の配備（図表 18参照） 

（注）当局の調査結果による。 
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図表 31 遠隔通訳サービスが利用可能な言語の種類を多言語化 

 JMIP 認証医療機関である岡山大学病院は、「総合受付」において、遠隔通訳サービスが利用

可能な言語（英語、中国語、韓国語、ポルトガル語、スペイン語、ベトナム語、ロシア語、タ

イ語及びタガログ語）の種類を多言語化の上、明示している。 

 

図 遠隔通訳サービスが利用可能である旨の明示 

 
 

（注）当局の調査結果による。 
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図表 32 受診に関する注意事項の多言語化 

 JMIP 認証医療機関である岡山大学病院は、「外来受付窓口」において、受診に関する注意事

項（治療の方針、費用、通訳、個人情報の取扱いなど）を記載した「岡山大学病院での受診に

関する診療説明書」を多言語化（日本語に英語を併記）の上、提示している。 

 

図 「岡山大学病院での受診に関する診療説明書」（抜粋） 

 
（注）本 URL（https://www.okayama-u.ac.jp/user/hospital/common/photo/free/files/11184/201912161546

300539815.pdf）において、ダウンロードが可能となっている。 

（注）当局の調査結果による。 
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図表 33 特定機能病院（紹介状が必要）である表示の多言語化 

 JMIP 認証医療機関である岡山大学病院は、「総合受付」付近等において、同病院が特定機能

病院であり、初診の場合、紹介状が必要であること（紹介状がない場合、初診料とは別の負担

額（選定療養費）が発生）を多言語化（日本語に英語を併記）の上、明示している。 

 

図 特定機能病院であることの明示 

 
 

（注）当局の調査結果による。 
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図表 34 患者の呼出しに関する方針の多言語化 

 JMIP 認証医療機関である岡山大学病院は、「受付」等において、患者の呼出しに関する方針

を多言語化（日本語に英語を併記）の上、明示している。 

 

図 患者の呼出しに関する方針 

 

あ 

（注）当局の調査結果による。 
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④ 診察を受ける 

図表 35 検査時の意思疎通に必要となる会話を多言語で記載した三角 POPの作成 

 愛媛県立中央病院は、検査時（放射線検査）における外国人との意思疎通を円滑にするため、

下図のとおり、検査時に必要となる会話（「息を大きく吸って」、「息を吐き出して」、「止めてく

ださい」等）を多言語（日本語に英語及び中国語を併記）で記載した三角 POPを作成している。 

 同病院の説明によると、「三角 POP の導入により、意思疎通が円滑となり検査時間の短縮に

つながるなど効果があった。」としている。 

 

図 多言語で記載した三角 POP 

 

 

（注）当局の調査結果による。 
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図表 36 採血・採尿受付機の使用方法の多言語化 

 JMIP 認証医療機関である岡山大学病院は、採血・採尿受付機の使用方法を多言語化（英語及

び中国語）の上、明示している。 

 

    図 採血・採尿受付機の使用方法 

 
 

 

 

 

 

 

 

あ 

 

 

 

  

＜英語＞ ＜中国語＞ 

（注）当局の調査結果による。 
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⑤ 入退院する 

図表 37 入院のしおりの多言語化 

 JMIP 認証医療機関である岡山大学病院は、「入院のしおり」（入院に関する手続、注意事項等

を記載）の英語版を作成して提供している。 

  

図 入院のしおり（抜粋） 

 
（注）本 URL（https://www.okayama-u.ac.jp/user/hospital/en/index74.html）において、ダウンロードが可

能となっている。 

（注）当局の調査結果による。 
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図表 38 病院内の施設（洗濯機、給湯室等）の使用方法及び掲示物（面会者の注意事項等）の多

言語化 

 JMIP 認証医療機関である岡山大学病院は、図 1～6 のとおり、ⅰ）入院施設（洗濯機、給湯

室等）の使用方法、ⅱ）掲示物（面会者の注意事項等）を多言語化（日本語に英語を併記）の

上、明示している。 

 

図 1 洗濯機の使用方法 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2 給湯室の使用方法 
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図 3 面会者の注意事項 

 
（ 

 

図 4 院内感染に関する注意事項 
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図 5 院内感染に関する注意事項 

 
（ 

図 6 入院患者への配慮事項 

 
（注）当局の調査結果による。 
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⑥ 医療費を支払う 

図表 39 キャッシュレス決済の導入 

 調査対象とした医療機関のうち 10 医療機関（徳島県立中央病院、松永病院、四国こどもと

おとなの医療センター、香川県立中央病院、高松赤十字病院、愛媛県立中央病院、愛媛県立今

治病院、松山赤十字病院、高知医療センター及び近森病院）は、図 1及び 2のとおり、会計窓

口においてキャッシュレス決済が可能である旨を明示している。 

 

図 1 キャッシュレス決済が可能である旨の明示（近森病院） 

 

 

図 2 キャッシュレス決済が可能で

ある旨の明示（松永病院） 

 

（注）当局の調査結果による。 
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図表 40 支払や必要書類に関する支援を行う旨の多言語化 

 JMIP 認証医療機関である岡山大学病院は、「自動精算機」付近において、支払や必要書類に

関する支援を行う旨を多言語化（日本語に英語を併記）の上、明示している。 

 

図  支払や必要書類に関する支援を行う旨の明示 

 
あ 

（注）当局の調査結果による。 
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⑦ 薬を受け取る 

図表 41 キャッシュレス決済の導入 

 調査対象とした薬局全てにおいて、キャッシュレス決済を導入しており、下図のとおり、会

計窓口においてキャッシュレス決済が可能である旨を明示している。 

 

図 キャッシュレス決済が可能である旨の明示（香川県薬剤師会調剤薬局） 

 
 

（注）当局の調査結果による。 
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図表 42 多言語化された薬剤情報を提供する文書を活用 

 香川県薬剤師会調剤薬局及び安西番町薬局は、多言語化（英語）された薬剤情報を提供する

文書を活用している。 

 

表 薬剤情報を提供する文書の多言語化の状況 

薬局名 取組状況 
提供している 

言語 
備考 

香川県 外国語に対応可能な 英語 

薬剤師

会調剤

薬剤情報提供システ

ム（薬剤情報提供書
― 

薬局 の英語版）の導入 

安西番 一般社団法人くすり 英語 同協議会ホームページ（http://www.rad-a

町薬局 の適正使用協議会が r.or.jp/siori/）で公表されているほか、

提供する「くすりの 英語でも検索可（http://www.rad-ar.or.j

しおり」を活用 p/siori/english/index.html） 

 

図 1 薬剤情報提供書（香川県薬剤師会調剤薬局） 
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図 2 くすりのしおり（左：日本語版、右：英語版） 

  

 

（注）当局の調査結果による。 
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図表 43 薬局用の英単語帳の活用 

 香川県薬剤師会調剤薬局では、下図のとおり、薬品情報等を提供する企業が作成した薬局用

の英単語帳を活用している。 

 

図  薬局用の英単語帳（香川県薬剤師会調剤薬局） 

 
 

（注）当局の調査結果による。 
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